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社会福祉マンパワー確保に関する考察
林 俊光
今日，世界的にとりわけ先進国諸国において，高齢化の波が押し寄せ続けている。勿論，我
が固においてもこの傾向はあちこちにいろいろな形で現れている。高齢化は，高齢者自身の増
加と，これが.全体の比率である故，もう一方で比較する相手方の減少がこの割合をより高率
にしていることを見落とさないようにしておくことが必要になる。言うまでもなしここでい
う相手方とは児童数の減少がそれにあたる。
児童数の場合，とりわけ戦後については，戦後のベビーブームを構成した所謂団塊の世代を
ピークとして，その子，その孫の時代にそれぞれこぶ状に増加の傾向を示すものの，全体とし
ては着実に下降線をたどっている。一人の女性が生涯に生む子供の数を表す「合計特殊出生
率」というものがあり， この数字が2.09で今の人口を保つことが出来る(人口の置き換え水準)
とされている。平成5年のそれは1.46(子供数118万8千人)で，史上最低である(J)。
厚生白書では，出生率低下の要因として， 20歳代を中心とした若年層の未婚率の上昇をあ
げ，その背景として女性の高学歴化や職場進出の増加，独身生活の魅力の増大，結婚適齢期意
識の希薄化等を揚げている (2)。しかし，決してこのような女性のみにその原因が求められると
も思えない。現実の問題として，住宅の狭さ，養育費や教育費の負担の増大，という現実があ
り，子供は欲しいが生む気になれないという，社会情勢も大きな要因になっていることを無視
することは出来なし、。実際に，平成4年に行われた「子供や子育てに関する生活者意識調査」
の結果をみても，子供を持ちたくない理由の第1位に養育費・教育費などの経済的負担が大き
い (56‘5%)，住宅環境が悪い (27.8%)の二項が他の理由と比べてもぐんを抜いておりω，また，
経済企画庁「平成4年度国民生活選好度調査jにおいても出生率低下の原因として，子育て費
用の負担が大きい (54.6%)と，育児の施設・制度の不足 (51.2%)が他の項目と比べて群を抜
いており同様の傾向を示しているω。さらに，極論ではあるが，この下降傾向がこのまま続き
現在の死亡率が今のまま続くと仮定して，単純計算をすると， I日本の人口は， 100年後には
4万5千人になってしまい，かっ，日本民族が国家として機能し，存続出来るのは10年そこ
そこではないか」ω という予測もたてられているような状況でもある。また，女性の晩婚化が
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もたらすものとして. ~結婚しない女性・女性の晩婚化」→出生率の低下→「一人っ子家庭J
→ハイレベル教育→『人手不足」→女性の社会進出→【元に戻る】というサイクリックな図
式を描いていくという指摘もなされているω。いずれにしても子供は着実に滅少していく。子
供は，当然のことながら将来の健康保険や厚生年金の支払者である。一人の子供は当然二人の
親がいなければ生まれない，その二人の親もそれぞれ二人の親がいなければ生まれない。 6人
の大人が子供一人を可愛がる，所調一人っ子社会である。これを逆さまに見れば.一般論とし
て，この子供は成長したとき 6人の面倒を見なければならない，ということの意味にも理解さ
れる。このことは，個人的側面である老親扶養という問題からみても，物価の上昇にも，現役
労働者の賃金の上昇にも，どちらの上昇にも給付額が上昇するダブル・インデクシングの社会
保険制度の財源負担者(保険料負担者)という側面からみても大変な状況である。仮に， 現役
労働者の賃金が余り伸びずに物価だけが上昇した状況を予測するなら，その負担の重さは計り
知れないものとなる。
我が国は，平成3年に平均寿命が男76.11.女82.11と世界のトップクラスの長寿国になっ
たのであるが，周知の通り我が国が高齢化社会(全人口に占める 65才以上の人口が7%を越えた状
況)の仲間いりをしたのは昭和45年であり，一つの指標としての倍の 14%に達するのは平成
7年頃とみられていた(1)。しかし，現実には同6年9月にその水準に達した。正に超スピード
の高齢化である。このような我が園の，高齢化の特徴として次の4点が挙げられているω。
1.現在の高齢化の水準は，先進国の中では最も低い方にある
2.高齢化の歴史は，他の先進国と比べて新しく昭和40年代に目立ち始めた。先進諸国は，
20世紀の初頭で，早い国では 19世紀中ばから始まった。つまり.90年-100年若しく
はそれ以上の歴史があるのに対し，我が国は僅か20年である。
3.高齢化のスピードが非常に早い。他国は長くかかっている。
4.高齢化の将来到達水準が先進国の中でも最も高くなる可能性がある。
なお， このような特徴のほかに，後期高齢者 (75才以上)の増加も併せてあげることが出来
る。(((表1))参照)
表l 前期・後期高齢者の比率
1940 1950 1990 2005 2025 
65-74 73.8 74.3 59.9 5.8 43.8 
75- 26.2 25.7 40.1 4.2 56.2 
平均年齢 26.6 26.6 37.6 42.2 45.6 
※ 「厚生白書平成4年版Jを参照作成
そして，これらの 1-4の特徴の起きた理由として次の3点があげられている(9)。
1.戦後のベビーブーム後の出生率の低下
2.寿命の延び
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3.最近の出生率の低下
これらについては. I基本的には. 1の戦後の出生率の低下のためベビープームの塊りがで
き，それが老年年齢に達すれば当然老年人口割合は高くなる。(中略)高齢化という観点では
出生率低下より，団塊の世代の影響が大きいことになる。つまり今後の出生率の動向にあまり
関係なく高齢化の時代が確実に到来することを意味しているJ<lOlとされている。これらの状
況は車接的間接的に子供の問題に関わるのであるが，今日の児童問題，今後の児童問題とに形
が変化して現れるといえよう。それらの現象はさらに児童問題であって，児童問題に留まらず
国全体がかかえる所調社会問題になっていく。例えば，人口構造は，特に労働者人口(15-
64)に関わり，労働者不足の問題となっていくのである。
団塊の世代が65歳に達する平成27年についてみてみると， 総人口は 1億3003万人で，
0-14歳(若年人口)が.2124万人 (16.3).15 -64歳(労働人口)が.7740万人 (59.5)65歳
以上(老年人口)が3139万人 (24.1)の予測がされている(11)。
なお，人口のピークは，平成23年の 1億3044万人であり，老齢人口のピークは平成33
(2021)年の3275万人，老齢人口比率のピークは平成57(2045)年で.28.4%が，児童の最低
ピークとして平成37(2025)年に 14.5%・1825万人が，それぞれ予測されているω。
このように予測される状況で，やがて訪れるのが，労働者不足，それも若年労働者の不足で
あろう。そして，労働界全体としてのこの問題は，社会福祉の領域においても無関係であるは
ずがないのである。この対策として，所調マンパワーの確保についてここ数年来関係領域で取
り組みがなされて来ているが，社会福祉施設の中で最大の数を占めている保育の領域や，平成
2年度からゴールドプラン進行中の老人福祉領域等をみただけでも非常に大きな問題であると
いえる。
労働力人口の減少について，日本開発銀行が平成4年2月7日に発表したリポートがあ
る(13)。
そこでは，①実質成長率 (GDP)3.5%.②年間労働時間約1800時間，③労働生産性伸び率
(一人当たり，単位時間)年平均3.5%.④労働力人口 6694万人，という前提でいけば，西暦
2000年の時点で約490万人が不足する， という予測が立てられている。但し， これは， この
数字が表しているように，日本が適度に経済を成長させながら，欧米なみに労働時間を短縮さ
せようとするならば，このような状況になるというものである。
現状として，我が国の現在の経済成長が長い労働時間に支えられているため，労働時闘を滅
らすとそれを補うのに大量の労働力が必要になるのであるが，一方で今後高齢化が急速に進み
労働力があまり増えなくなる，という状況があるのである。次に，これを避けるにはどうすれ
ば良いか， について触れており，①実質成長率を3.5%から 2.9%に誠らす，②年間労働時間
短縮を1940時間に留める，③労働生産性を4.1%に増やす，④女性・高齢者などから労働力
人口を増やす，の4つのシナリオが考えられるとしている。このリポートでも指摘しているが，
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労働時聞をあまり短縮しない方向を示唆する③を除いた 3つの組み合わせであろう。実際に，
政府が平成4年6月に「生活大国5か年計画 地球社会との共存をめざしてJ((計画期間(平
成4年-8年度)>>を発表しているが，その中においても.Iゆとりのための労働時聞の短縮」
の項で週40時間労働制への早期移行などにより，計画期間中に年間総労働時間1800時聞を達
成することを目標とするとし， さらに. I安全で安心できる生活の確保」の項でゴールドプラ
ンを着実に推進するとしている(14)。そして， 社会福祉の領域においても， 全国社会福祉協議
会が平成3年12月に出した「福祉施設職員， ホームヘルパー，社会福祉協議会職員等福祉従
事者確保に関する緊急提言Jのなかで.r勤務条件改善目標・ 10カ条JIの最初に直接処遇職員
等の勤務時間短縮を図るとして，平成4年度で，週42時間，平成5年度で週40時間，年間の
総労働時聞は 1800時間を目標とする，述べている(lpo
2 
ここでは福祉マンパワーをめぐる状況を少し見ておきたい。
戦後の我が国の社会福祉は，生活困窮者の最低生活保障から始まった。生活保護法，児童福
祉法，身体障害者福祉法の所謂福祉三法の時代である。それがさらに精神薄弱者福祉法，老人
福祉法，母子福祉法(現母子及び寡婦福祉法)の制定により六法の時代となり，そして時代的に
も高度経済成長の時代に入っていくのである。この時期，老人医療の無料化，医療保険の給付
率改定，年金の物価スライド制の導入等が行われ，保健医療の需要が増大しそれに伴う保健医
療のマンパワーの増大がみられた。さらに老人保健法の制定，高齢化による老人福祉施設の整
備，在宅福祉サービスの推進等により，保健福祉マンパワーの増大へと繋がってきたのである。
このようなマンパワーの拡大は，その内容の多様化をも意味しており， したがってそれに対
応してマンパワーも質的に変化をしてきた。即ち，法律その他で資格・職種が定められており，
社会福祉業務の第一線に携わっている専門の就業者である，いわばフォーマルなマンパワーか
ら.ボランティアに代表されるインフォーマルな領域をも含んだ形に拡大をしてきたのである。
このことは同時に，マンパワーに占める民間部門の拡大と女性の占める割合の増大を表してい
る。
今日では，マンパワーの確保という問題については. I高齢者保健福祉推進10カ年戦略
(ゴー ルドプラン)(以下プランと略)Jがまず思い起こされ，代表のごとき存在である。しかしな
がら，この前年に「長寿・福祉社会を実現するための施策の基本的考え方と目標について」
(所調福祉ビジョン)が厚生省及び労働省によって出されており，実際にこの中でホームヘル
パーを平成12年度までに5万人程度に整備していくとされていたのが，その翌年出された先
のプランでは，このビジョンよりも 1年早い 1年度にしかも数量的には2倍の10万人の確保
が打ち出されているのである。しかも，このプランはさらに新プランとして増員されようとし
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ている現状である。このように，ホームヘルバーだけについてみても，その人数の確保は大き
な課題であり，これ以外に老人ホーム，デイサービスセンター等の従事者を合わせた所謂マン
パワーの確保はさらに大きな課題であるといえるのである。しかしながら我が国のマンパワー
の確保に関しての取り組みは後手後手に回っているといえよう。福祉関係三審議会合同企画分
科会が3年余りをかけて審議した結果が『今後の社会福祉のあり方について(意見具申)健や
かな長寿・福祉社会を実現するための提言(平成3年3月30日)Jとして報告されている。この
審議が始まったのは昭和61年1月であるが， その審議過程の中で， ①費用徴収の問題 ②シ
ルパーサービスの問題 ③社会福祉関係の資格制度の問題，の3つが処理に緊急を要する問題
として出されている。マンパワーに関しては，福祉の損い手の養成と確保，として質的量的両
面にわたる拡充が必要で，高度な専門的知識・技術を備えた福祉専門職から福祉を支える一般
のボランティアまで多様な重層的構成をとることが必要とし，そのため，それぞれの専門性や
資質を備えた福祉を担う人々を養成，確保し，現任訓練・研修制度の体系化の必要牲をあげて
いる。しかし，数的な不足に対する認識が若干弱い印象が残る。これも，マンパワー不足に対
する取り組みの後手への一つの要因ととらえられるのではないだろうか。
周知のとおり，厚生省の人口問題研究所は，概ね5年毎に将来人口推計を出しているが，そ
の数字は，我が国が昭和45年に高齢化社会の仲間入りをして以来， その度に，高齢者が増加
し若年人口が減少している状況とその速度のスピードアップを示している。このような現象か
ら考えても，当然の帰結として遠くない将来には，若年労働者の不足と超高齢化社会の世の中
になる， ことは十分予測された筈である。しかし「福祉マンパワー問題は，わが国における
社会保障制度の進展とともに変遷し，今日に至っている。とくに，わが国の社会福祉は，戦後
四十有余年，国，地方公共団体や社会福祉法人等の民間関係団体の取り組みにより，さまざま
な施策の充実・強化が図られ，飛躍的な福祉水準の発艇が遂げられてきたところである。
しかしながら，この間，社会・経済的状況は，大きく変貌し，また，諸外国にも例をみない
急速な高齢化の進腫，核家族化や扶養意識の変化等により，園民の福祉サーピスに対するニー
ズも増大し， かつ，複雑・多様化しているJ(16) と，戦略策定に際して厚生省社会局は述べて
いるが，高齢化社会の仲間入りをしてから既に20年経過している。この裏には，高齢化社会
が進行すれば程度の差はあるものの，増加した高齢者の家族介護の限界の問題が，核家族が一
般化している社会状況をみれば当然予測出来た筈であるにもかかわらず，日本型福祉として政
府と国民と双方が家族介護に対しての可能性を持ち続けた一つの結果ともいえる。結局， i人
口の高齢化に対応しつつ，将来の方向を，①『施設収容型J1.r老後独立型」の福祉社会を想定
して，福祉国家として大規模な行政福祉対策を展開させる道に求めるか，さもなければ，②家
庭基盤の充実に力を入れて， r家族収容型J]， r老若一体型』の福祉社会の展開に期待するのか
の政策上の二者択一，つまり，高齢者福祉の方向が，欧米型を辿るか，それともアジア型で行
くのかの選択J<17lが迫られていた 80年代の未解決部分の大きな置き土産といえる。
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対策内容の詳細な検討は本論の本意ではないので個々の検討は行わないが，マンパワー関係
の対策を次にあげておきたい。
「保健医療・福祉マンパワー対策本部中間報告J(平成3年3月18日)
「福祉施設新時代の人材確保対策《人材確保対策検討委員会中間報告)J (平成3年3月29日)
「平成4年度保健医療・福祉マンパワー対策大綱J(平成3年8月)
「福祉施設職員， ホームヘルパー， 社会福祉協議会職員等福祉従事者確保に関する緊急提
言J(平成3年12月)
「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針J(平成5年4
月14日)
平成4年6月19日に成立した通称「福祉人材確保法J<<社会福祉事業法の改正と社会福祉施
設職員退職手当共済法の改正を総称したもの》も，このようなマンパワー不足の到来の時期に
図られている対策の一つであろう。この改正にともなって明示された社会福祉事業に従事する
者の確保を図るための措置に関する基本的な指針が平成5年4月14日に出された(18)。
これによると社会福献の従事者は， 平成2年に 75万人であった従事者は， 仮に高齢者人口
の伸びに比例して従事者が増加するとすれば，平成12年には111万人程度必要になる見込み
とされている。さらに，退職者の補充を加えた従事者の確保が必要とされている。このうち，
プランの実施に伴う介護職員(寮母・ホームヘルパ一等)に限定してみるならば， プラン実施以
前の9万人に比べて， 18万人程度の増が必要と見込まれている。即ち， 10年間で3倍にする
ということになる。
また，社会福祉施設の職員の84%が女性であり，私営の社会福祉施設の 75%が中途採用と
なっており， さらに毎年約10%が退職しているという， ある意味，独特ともいえる構造があ
る。このような状況のなかで.①専門技術・人間性を備えた資質の高い人材を早急に養成する
②魅力ある職場作りと人員の確保等を挙げ，具体的な取り組みをあげている。この中において
も，先の5カ年計画期間中の労働総時間1800時間早急な労働時間の短縮，当面遇40時間労働
制を目指すとしており，さらに，これらを実施するための経営者の在り方について触れている
中でも， 職員処遇の一環として週40時間労働制を目指し， 完全週休2日制の普及と併せて労
働時間短縮があげられている。
しかしながら，このような条件整備は，実現性という側面から見ると必ずしも楽観できるも
のとは言えない。その事由として，一般市民を対象に実施された「老人福祉に関するアンケー
ト調査(東京都及び新潟県の 18歳以上・ 1635名有効)Jと，老人に関する介護職を対象に実施さ
れた「介護職に関するアンケート調査(特別養護老人ホームの寮母(寮父)， ホームヘルパー，在
宅サービス協力員・ 451名有効)Jの二つのアンケートに共通の注目すべき項目があるので，
それを次にあげてみたい。なお，後者については，正規職員の寮母及びホームヘルパーについ
て示す(19)。
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Q: I老人介護に向いている人柄，向いていない人柄があると思いますか」
思う
恩わない
Q: I社会(世間)は老人介護の仕事について，次のイメージのどれをもってい
ると思いますか(上位3つを回答)J
一般 寮母 ヘルパー
きたない仕事 31.4% 69.8% 55.6% 
きつい仕事 86.0 95.1 78.2 
大変な仕事 78.2 60.5 64.5 
すばらしい仕事 34.9 2.8 29.0 
つまらない仕事 8.5 9.9 11.3 
この2つのアンケー卜の結果から. Iいくら大勢人聞がいるとしても， 人柄からの向き不向
きがある。 しかも， 向いている人が従事するにしても， その業務は， きつく大変な仕事であ
る」という，一般市民及び介護の現職に共通の介護(ここでは老人介護であるが)に対する認知
の輪郭を浮かべることが出来る。 このイメージに加えて， 現職の約10%に当たる人がつまら
ない仕事だと思っている現実がある。これらを加味して考えて行くと，この領域におけるマン
パワーの確保は容易な事ではない，という状況以上のものがある。
3 
保育所は，毎年行われている社会福祉施設調査において最も多くの施設数.従事者を示して
いる施設である。第2次ベビーブームの昭和48年ピークにした出生児数がそれ以降減少を続
けているのに伴って， 保育所も昭和60年をピークにその数が誠少してきているが， 平成5年
現在22.584カ所設置されており，社会福祉施設総数54.281カ所中の41.6%を占めている。さ
らに，従事者数においても. 342.853人を数え，全体の48.3%を占め，そのうち直接的に保育
に携わる保母の数は. 215.481人. 30.3%で社会福祉施設の中で績も多くの従事者を抱え，今
日の在宅福祉や老人介護の中心の拠点ともいえる老人福祉施設をも凌ぐ人数となっている倒。
従って，保育所は，社会福祉領域におけるマンパワー不足とその確保の問題の影響を最も敏
感に受ける施設であると言えよう。そこで，このマンパワー不足について保育所・保育所保母
を中心にして少し見ておきたい。
近年の少子化，女性の社会進出の増大，核家族化，都市化の進行等に伴って今日の児童を取
り巻く環境は大きく変化してきていることは周知のところである。この状況に対して厚生省は，
-85-
社会学部論集
平成6年8月に「子育て支援のための総合計画(エンゼルプラン)Jを策定， その骨子を発表し
た。これは. I基本的考え方」と「異体化の方向」とからなっている。基本理念として，子育
てを社会全体で支援し，子育てしやすい環境をつくり，子育てに伴う不安や負担感を軽誠する，
と述べている。具体化については，厚生省や，文部，労働，建設の各省が個別にまとめたもの
の集約したものであり，厚生省関係のものは，①保育対策の充実 ②放課後児童対策(児童ク
ラブ)の充実 ③母子保健医療対策の充実 ④その他の子育て支援策， の4項目があげられて
いる。本稿で論じている保育関係については①にあげられているが，その具体化の方向として
は， ①「保育所」の多機能化による多様なサービスの供給と施設整備の促進 ②個別で多様な
ニーズに対応する民間保育サービスの育成・振興 ③保育所措置制度や利用料金体系の見直し，
多様で良質な民間保育サービスの供給主体の育成等による保育システムの多様化・弾力化，が
示されている。そして，周年9月に，同プランの計画期聞が平成7年度から 16年度までの10
カ年とし，財政当局とは未調整と断ったうえで発表された。マンパワーに関わると思われる項
目のみをみると，低年齢児(3歳未満児)の受入れ枠を拡大し 80万人《平成6年4月現在，約
40万人》に，延長保育を 14.000カ所《平成5年度， 1.305) に，一時的保育事業を7.000カ所
《平成5年度340) に， 地域子育てモデル事業を7.000カ所《平成5年度64) にそれぞれ拡大
する， という内容である(20。ただし， このエンゼルプランの関連予算は7年度の概算予算要
求では白紙となっている。今あげた内容の実現については，マンパワーの確保についての課題
の克服がその実現の前提条件といえる。
なお，厚生省は，平成6年度の児童家鹿対策をエンゼルプランプレリュードと位置付けてい
る。そのなかの保育対策関係についてみると，保育所制度の見直しは見送られたものの，今日
の保育ニーズの多様化に対応して，①乳児保育等特別保育対策の推進 ②時間延長型保育サー
ビス事業の拡充 ③地域保育センター活動事業の拡充 ④事業所内保育施設への運営費助成の
創設 ⑤駅型保育モテ‘ル事業の創設 ⑥在宅保育サービス事業の創設 が内容としてあげられ
ている(22)。
これらの諸対策の中で，マンパワーに関わってくるものも少なくない。直接的に関わってく
ると思われるものは①，⑨，③である。これらの概略をみておきたい。
①については， 乳児保育の指定保育所を 6.984カ所から 7.645カ所に増設， 対象児童も併せ
て増員，また障害児保育の補助対象児童も 5.496人から 5.962人に増員がその内容となっ
ている。
②は，保護者の就労実態に応じて保育時間を午後6時以降2時間. 4時間. 6時間と弾力的
な延長を行うもので2.230カ所で実施するものである。
③は，地域において育児不安を持つ母親に対する相談，仲間づくり，子育て指導を行う等の
地域子育てモデル事業実施に保育所等を利用する地域を 118カ所から 236カ所に拡充する
というものである。
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これらの諸対策の実施は，例えばエンゼルプランとして推進していくとするならば，乳児保
育，障害児保育の対象児の増員に対応して，当然のことながら，保母の増員につながって行く
ものである。また，地域の母親の子育て相談等に保育所を活用するということについても，保
育所が子育ての専門家集団であるゆえ，今後，保育所が新しい機能として推進して行かなけれ
ばならないものであるが，現実の状況をみる限り余剰な人員のいない保育所で新しい役割とし
てこれを果たしていくとなると，その為の人員を相談の専任保母ではないとしても何らかの形
で保母の増員が必要とされよう。
このような状況をふまえて，マンパワーの確保についての方策を，民秋言は，養成校の卒業
生を新規採用する，退職保母を再度迎え入れる，ボランティアを導入する，の3つをあげてい
る(23)。また，高岡園士は保育実践からの立場も含めて確保の対策を次のように述べている (24)。
先ず，活力ある保育所運営が人材の確保につながるとしている。専門職としての資格をもっ保
母が就職するにあたっては， しっかりした保育理念のもとで保育所運営が行われていることが
職場選択の大きな要素である。次に，資格制度の見直しによる魅力ある職場づくりが，あげら
れている。今日の保育所は要保育児童の保育のみならず，地域の子育てセンターとしての役割
も期待されつつある。このような保育所に対するニーズの多様化の状況下では保母に対しでも
直接児童への関わりのみではなく，ソーシャルワーカーとしての専門機能が求められていく。
このような状況に対応をすべく， 4年聞かけて身につけた幅広い専門知識，技術を持っている
社会福祉専攻の学生に4大卒の保母資格制度を創設しその受け入れを図る。これによって，資
質の向上と高学歴時代にあった魅力ある職場につながる。そして，最後に労働条件改善による
人材の確保をあげている。この具体策として ①一般企業と同等の初任給②給与財源の確保
と職能給の導入 ③厚生年金基金の創設 ④時間短縮への対応を週休2日制で。しかし現実
の問題としては4週5休も精一杯の状況故，相当思い切った改革が必要である。その具体策と
しては(i)保育業務の見直し (u)最低基準に見合う職員は正規雇用であるという原則を緩
和， 臨時職員も組み入れて職員の絶対数を増やす(誕)土曜日の保育内容の見直し (iv)保護
者の協力 ⑤福利厚生の充実，をあげ，その他として，近代的労務管理，やり甲斐を感じさせ
る職員集団づくり，高年労働者の活用，新卒学生の募集が遅いと学生も待てない放募集時期を
一般企業なみにあわせる。
このような各種の方策は今後の保育所におけるマンパワーの確保に大きな示唆を与えるもの
といえる。東京都社会福祉協議会が平成2年に行った「社会福祉系大学・短大・専門学校等に
おける学生の就職調査」によると，福祉に就職しない理由が， r自分には向いていない
(42.5%) j， i勤務時聞が長く休日が少ない C34.l%)j，i給料が安い C28.7%)j. r仕事がきつい
(27.2%)jと続いている伽。この意識と，保母養成所の卒業者の 38.9%，保母資格取得者の
43.0%しか保育所に就職していないのが正に今日の現実である。
従って，新卒の学生にとってまず魅力のある職場としての保育所であることがマンパワー確
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保の前提といえる。
4 
このような，マンパワーの不足に対して今目的対応として考えられるものが，ニーズの多様
化に対応したインフォーマルなマンパワーの代表格であるボランティアの活用であろう。
ボランティアという語句は. 1647年に英国で「内乱状態に於ける村を守る人」という意味
をもって登場したものであるが.1870代に福祉の中に入って来るようになって来た伽)。一応，
社会福祉では，主体的な社会参加をできない人に対する援助(活動)と考えてよいといえる。
ボランティア活動に関しては「福祉サービスの供給主体としてみた場合，自主性，効率性と
いったメリットの多い反面，善意に基づく自発的な任意グループ文は個人の活動によるもので
あることから，財政基盤，サービスの質・内容，サービスの継続性等において安定性を欠くお
それがある。
従って，国や地方公共団体としては，ボランティア活動を地域福祉活動の担い手の一員とし
て位置づけるとともに，その自主性を尊重しつつ，活動の基盤整備を図る必要があろう。例え
ば，①活動場所の整備，②経験豊かな人材の育成，③活動の資金的助成，④ボランティア活動
の情報の収集・提供等が挙げられる。このほか，ボランティア活動の推進のためには，ボラン
ティア保険の整備等の措置が，活動のインセンティブを高めることになると考えられる。jC27)
ι厚生省はしながらも，ボランティア活動の振興のため昭和48年からボランティアセン
ターの設置の推進が図られ. 60年からは「福祉ボランティアの町づくり事業(ポラン卜ピア事
業)Jが，また平成元年度からは「ボランティアリーダー養成事業Jr全国ボランティアフェス
ティパル」が，そして平成3年度からは「ふれあいのまちづくり事業」がスター卜している。
今日，高齢化や核家族化が進み，女性の職場進出が増加する一方，地域社会の連帯意識や家
族機能が変化しつつある中で，ボランティアの役割は特定の他人への奉仕にとどまらず，社会
連帯の強化という役割も果たしつつあるといえる。
ボランティア活動者数の正確な把握は困難であるが，一部分ではあるが次の数字があげられ
る(28)。先ず， 全国社会福祉協議会が把握しているボランティア人数は， 都道府県・政令指定
都市社協等が実施している実態調査などから推計した比較的日常的にボランティア活動に参加
していると思われる人数が約713万人で，その内，各社会福祉協議会及びボランティア・セン
ターに登録文は把握されている人数は約428万人である。そして，赤十字奉仕団関係として市
区町村の地域単位で組織している地域赤十字奉仕団が434万人 (3.085団).青年(社会人と学
生)・学生・看護学生の青年赤十字奉仕団が6.637人 (201閏入専門技術・特定活動(災害救
護・看護・芸能等)の特殊赤十字奉仕団が32.679人 (469回)のボランティアが把握されている。
さらに社会教育施設の登録しているボランティアも存在しており，公民館(類似施設を含む)に
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234，511人，図書館2，443人，博物館(類似施設を含む)23，991人，青少年教育施設65，045人，
婦人教育施設8，798人， 文化会館103，069人のボランティアが把握されている。 このように，
今日様々な分野でボランティア活動が展開されており， しかも，最近ではその分野，活動内容
が極めて多様化してきている現状である。
なお，全社協の把握しているボランティアのみについてみると，この内97.2%がクやルー プ
活動者で， 2.8%が個人活動者となっている。平成5年3月現在で，約428万人， ボランティ
アクツレー プ数が53，069団体であり，昭和5年に約160万人であった点からみても， その増加
は著しいものがみられる。
もう少しボランティアについて触れておくと，ボランティア活動を実際に行っている人の年
齢は， 20歳未満12.9%・20-40歳16.4%・ 40-65歳54.3%・65歳以上16.3%である。
さらに，その職業についてみてみると，主婦が52.9%・学生生徒が14.6%・会社員8.2%・
自営業6.6%となっている。これらを，特徴的に述べてみると「ボランティアは，その半数を，
40 -65歳の主婦が占めている。いわば，ボランティアの主流が主婦層である」となろう。今
後，急速に進展して行く高齢化社会を先に述べた専門従事者によってのみ支えていけるとは考
えにくい。従って，ボランティアにある部分依存しなければならない状況であり，また，これ
だけのマンパワーを活用しない手はないといえよう。ただ，これにはボランティアの有償化と
ボランティア層の拡大(例えば定年後の老人等)をも関連して考えていかなければならない。さ
らに，熱意と善意が先行しがちな，今日のボランティアの状況から，それに加えて不足しがち
と思われる側面である専門的知識と技術を身につけ，継続性，確実性，信頼性を育てていくこ
とが必要といえる。そのためにも，量的確保のための身分保障と処遇改善，さらにそれらにプ
ラスして養成や研修が必要となっていく。そして，それらはいずれ量的確保のためのみならず
質的向上にもつながって行く重要な要件となっていくのである。報酬を期待せずに，自分の出
来ることを，自分の出来ることを出来る範囲で参加していく。一般社会にこのような認識が普
及浸透すれば，ボランティア活動をした時聞を貯蓄し，それを将来自分がボランティアを必要
としたときにサービスがその貯蓄に応じて受けることが出来またそれを全国ネットワークを目
指した制度もスター卜し始めている今日，ボランティアによってマンパワー不足の何割かはカ
ノぜー 出来ると思われる。
5 
マンパワー不足の問題は，労働界全体の問題であると同時に社会福祉労働の世界の問題でも
ある。従って，今後の社会福祉の方向や問題について学ぶとき，児童福祉，老人福祉等の対象
の違いを越えた共通の認識として押さえておかなければならない課題であると考えられる。す
なわち，例えば在宅福祉の問題として考えるときには，その中心は老人であり，毘つその介護
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の問題であろうし，また社会福祉施設全体の問題として捉えていく場合であれば社会福祉施設
の61.2%を占め 34万人以上の従事者を抱えている児童福祉の領域を抜きにしては考えられな
い。 さらには， その高齢化がピークになると言われているおおよそ 30年後の老人福祉問題に
ついて考えるにしても今日の児童福祉とかかわってくるのである。これらの点からしても，高
齢化社会の問題，マンパワー不足と確保の問題は，今後の社会福祉の問題を考えるに当たって
の共通の基盤としての位置付けにしておかなければならない。
注記
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(2) 厚生省「厚生白書(平成4年版)Jpp.143 -144 
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